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　事務所通信と最新情報

厚生労働省と総務省は、テレワークを導入される

企業等に対し労務管理やICT活用をワンストップ
で相談できる窓口（テレワーク相談センター）を

設置しています。

令和6年度は一般社団法人日本テレワーク協会が
テレワーク相談センターをはじめ、内閣府、全国

の中小企業のハブとなり、テレワーク勤務制度と

ITCをワンストップで普及に取り組んでいます。
当事務所はテレワーク専門社労士として、同協会

とご一緒に、テレワーク相談センター専門相談員

／テレワークマネージャーとして全国の中小企業

のご支援をさせていただいております。

また、本格的に制度化を図りたい企業様向けには

「テレワーク等導入支援サービス」をご提供して

おります。

どうぞ安心してご相談ください。

テレワーク制度とICTを
ワンストップでサポートします

構造的な賃上げに向けた

事業構造の整備を

テレワーク勤務制度とICTを

ワンストップでサポートします

佐藤塾で

社労士　合格・開業のリアル

を講義
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佐藤塾で社労士合格

・開業のリアルを講義
社労士受験生時代の母校である辰巳法

律研究所　佐藤塾（社労士試験受験対

策講座）で、私の合格開業のリアルを

率直にお話させていただきました。

感謝の思いを胸に、経営理念、経営ビ

ジョンに込めた精神を大切に、一人の

人のためにリーガルプロフェッション

としての社労士の道を歩んでまいりま

す。

これからは「構造的な賃上げ」を実現するために

事業構造を整備していくことが必要となります。

政府も、適正な価格転嫁・取引環境の改善に向け

た取り組みを始めました。

その取り組みの一つが内閣官房と公正取引委員会

による「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に

関する指針」策定であり、「下請中小企業振興

法」に基づき経済産業省が企業間の取引適正化を

促す「振興基準」の改訂です。

当事務所では、「業務改善助成金」等を活用した

業務改善や最低賃金改定対応をはじめ、人材獲得

に向けた魅力ある賃金制度の設計のご支援を行っ

ています。

中小企業を取り巻く事業環境の整備と歩調を合わ

せて、魅力ある人事制度の構築へご一緒に取り組

んでまいりましょう。

構造的な賃上げに向けた
事業構造の整備を

発注元との関係性をふまえて


